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施策のポイント
○スマートグリッド通信インタフェース導入事業 
　公共施設のBEMS（ベムス：電力監視装置）などを導入し、それをネットワークにより一元管理するこ
とで、電力使用状況等を見える化し、公共施設を拠点として、効率的な節電の啓発を行うものです。 
○太陽光発電に係る公共施設の屋根貸出し事業 
　太陽光発電事業を行う事業者に対し、災害、電力需給のひっ迫等による停電時に公共施設に電気を供給す
ることを条件として、公共施設の屋根を有償で貸出します。 
　これにより、災害時等における公共施設機能の強化を図るとともに、平常時に太陽光発電事業の場を提供
することで、再生可能エネルギーの利用を促進し、温室効果ガスの発生の抑制と地域経済の活性化を図りま
す。

1　取組に至る背景・目的
　これまで本市では、住宅用太陽光発電システム
補助事業等及び中学校への太陽光発電システム設
置等の創電施策と、小中学校へのデマンドメー
ター設置及び各施設等における節電対策等の事業
を実施してきました。24年度に新たにその関連事
業として、「スマートグリッド通信インタフェー
ス導入事業」及び「太陽光発電に係る公共施設の
屋根貸出し事業」を実施し、その他、関連事業を『足
利市民総発電所構想』と位置づけ、地域内の再生
可能エネルギーの利用を促進し、温室効果ガスの
発生の抑制と地域経済の活性化を図ります。

2　取組の具体的内容
　スマートグリッド通信インタフェース導入事業
は、市内公共施設にBEMS（ベムス：電力監視装
置）などを導入し、それをネットワークにより一
元管理することで、電力使用状況等を見える化し、
効率的な節電の啓発を実施するものです。
　太陽光発電に係る公共施設の屋根貸出し事業で
は、太陽光発電事業を行う市内に本店を置く事業
者に対し、災害、電力需給のひっ迫等による停
電時に公共施設に電気を供給することを条件とし

て、公共施設の屋根を有償で貸出します。
　これらの事業で捻出した財源で市民等が設置す
るBEMS導入等を支援し、地域全体が発電所と
同じ効果を生み出そうとする取組です。

3　 施策の開始前に想定した
効果、数値目標など

　本事業においてネットワークを結ぶ52施設とそ
の関連施設における節電効果として、平成22年度
との比較で1,000万円、437t-CO2の削減を見込ん
でいます。
　屋根貸出し事業では、安全性が確認できない場
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合や技術的に不可能な施設を除く68施設に対し、
事業者の公募を行いました。想定では3MW以上
の太陽光発電設備が設置され、1,000t-CO2の削減
を見込んでいます。

4　現在までの実績・成果
　屋根貸出し事業では、２社から59施設に対して、
太陽光発電設備3,271kW、年間使用料収入約5,812
千円、1,227t-CO2の削減という内容の提案があり
ました。（すべて見込み）

5　 導入・実施にあたり工夫した点や苦
労した点とその対処法・解決策など

　２つの事業とも、前例のない事業であったため、
手探りな部分があり、その実現性について各関係
機関との協議や調整に時間を費やしました。また、
公共施設に設置することから、建物に荷重がかか
ることでの安全性や耐震性の確認について、市に
おいてどこまで行えば十分であるかの判断が難し
いところです。
　安全性の確認にあたっては、使用予定者に対し
て屋根等の耐久性に問題がないことを証明する書
類の提出を条件とし、設備の落下や雨漏り等が生
じないように十分な協議を行います。

6　今後の課題と展開
　これら事業は主に公共施設に対するエネルギー
政策の視点での取組みですが、『足利市民総発電
所構想』関連事業では、市有地を活用した大規模
太陽光発電事業や市民や事業者と一体となり、防
災や福祉、産業振興、観光などといった他部門横
断的な地域の取組みを推進します。
　その中では、「分散型発電システム、再生可能
エネルギー、電気自動車による交通、高効率なビ
ル・家庭の電気使用等」を活用して、都市全体の
エネルギー構造を高度に効率化した都市『スマー
トシティ』を実現するため、関連事業を推進して

いきます。
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